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中小企業経営者

借入時個人保証に上限

政府、2005年にも実施　金額・期間明示義務付け

政府は、中小企業が金融機関からお金を借りる際に返済の責任を経営者や親族などが負う個人保証制度を抜本的に見直す。個人保証の上限額や期間の制限を法律で義務付け、経営者が際限なく負担を迫られないようにする。二〇〇五年中にも実施する。会社が倒産した場合に経営者の再起が難しくなるとの批判が強い制度を見直し、ベンチャーなどの起業促進を狙う。
法務省、経済産業省、金融庁の関連三省庁は共同の研究会を設け、見直し作業を始めた。来年初めには法制審議会（法相の諮問機関）に専門部会を設置、民法を改正するか特別法を制定するかなどを詰める。来秋の臨時国会で法整備し、二〇〇五年中の施行を目指す。

経産省によると、中小企業の八割が借入時に個人保証契約を結んでいる。企業が倒産すると、保証人が自宅や預貯金など個人財産を処分して債務を返済するが、完済できなければ破産になる。破産すると再び起業するのが難しくなるうえ、第三者保証の場合は親族なども巻き添えになる。このため会社が傾いても倒産などの法的整理に踏み切れなかったり、起業の妨げになるとの批判が多かった。
制度改正では、金額や期間に制度を設けない「包括根保証」と呼ぶ保証契約を無効にすることを法律に明記。最初の契約時に上限額と期間を明示するよう義務付ける。

包括根保証は、借入金増額や期間延長の際に、保証契約を結び直す必要がなく、個人負担が際限なく膨らむ恐れがある。知人など第三者保証の場合は、知らぬ間に経営者が借金を増やし、後から巨額の債務を負わされる例もある。一九九九年に問題になった商工ローンでもこの保証が使われていた。

制度改正後は、上限額を仮に一億円に設定すれば、保証している個人はそれを超える債務は負担せずにすむ。融資の途中で、上限額や期間を変更する場合は、保証契約を結び直さなければならない。上限額は当事者同士が合意すれば自由に設定できるようにするが、保証の期間は法律で最長三―五年程度に義務付ける方向だ。

個人保証見直し

過大負担無効に

新規開業テコ入れ図る

解説

　政府が個人保証制度の見直しに動くのは、過大な個人保証の負担が新規開業の停滞につながっているとの判断がある。日本ではバブル崩壊後一貫して新規開業が廃業を下回る状態が続いている。米国などでは一度事業に失敗した企業家が再挑戦して成功することは珍しくない。政府は国際競争力の確保のためにも日本独特の包括根保証などを見直すことが不可欠とみている。
　日本で起業が少ない点については、リスクマネーを供給する枠組みの不備や銀行融資など間接金融主体の金融制度などの問題点が指摘されている。経営者やその親族、知人にまで重く負担がのしかかる個人保証制度も起業の障害との声が産業界などから出ていた。
　今回の制度改正は、保証の上限額や期間を決めない包括根保証をやめることに主眼を置く。ただ学識者の間では｢個人に責任を負わせる保証制度自体を廃止すべきで、包括根保証を無効にするだけでは不十分｣（伊藤進明大教授）との意見もある。しかし「個人保証すべてをなくすと中小企業に融資しにくくなる」との声も根強く、政府も制度そのものは存続させる方向だ。
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